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●建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律案

その他の建築物特定建築物
一定規模以上の建築物（政令： 300㎡ ）一定規模以上の非住宅建築物（政令： 2000㎡ ）

一定規模以上の新築、増改築に係る計画の所管
行政庁への届出義務

必要に応じて所管行政庁が指示・命令

新築又は改修の計画が、誘導基準に適合すること
等について所管行政庁の認定を受けると、容積率
の特例＊を受けることができる。

建築物の所有者は、建築物が省エネ基準に適合
することについて所管行政庁の認定を受けると、
その旨の表示をすることができる。

建築主事又は
指定確認検査機関

所管行政庁又は
登録判定機関

適合判定通知書

着工

建築物使用開始

住宅事業建築主＊が新築する一戸建て住宅

住宅事業建築主に対して、その供給する建売戸建
住宅に関する省エネ性能の基準（住宅トップランナー
基準）を定め、省エネ性能の向上を誘導

一定数（政令：年間150戸）以上新築する事業者に対
しては、必要に応じて大臣が勧告・公表・命令

届出

① 新築時等に、建築物のエネルギー消費性能基
準（省エネ基準）への適合義務

② 基準適合について所管行政庁又は登録判定
機関（創設）の判定を受ける義務

③ 建築基準法に基づく建築確認手続きに連動さ
せることにより、実効性を確保。
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● 基本方針の策定（国土交通大臣）、建築主等の努力義務、建築主等に対する指導助言

建築確認

検査

適合性判定

省エネ基準適合義務・適合性判定

住宅トップランナー制度

エネルギー消費性能の表示

省エネ性能向上計画の認定、容積率特例
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■社会経済情勢の変化に伴い建築物におけるエネルギーの消費量が著しく増加していることに鑑み、建築
物のエネルギー消費性能の向上を図るため、住宅以外の一定規模以上の建築物のエネルギー消費性能
基準への適合義務の創設、エネルギー消費性能向上計画の認定制度の創設等の措置を講ずる。

○我が国のエネルギー需給は、特に東日本大震災以降一層逼迫
●しており、国民生活や経済活動への支障が懸念されている。

○他部門（産業・運輸）が減少する中、建築物部門のエネルギー
●消費量は著しく増加し、現在では全体の１／３を占めている。

⇒建築物部門の省エネ対策の抜本的強化が必要不可欠。

法案の概要
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1973 1990

エネルギー消費量の推移
背景・必要性

[年]

＊住宅の建築を業として行う建築主

● その他所要の措置（新技術の評価のための大臣認定制度の創設 等）

＊省エネ性能向上のための設備について通常の建築物の
●床面積を超える部分を不算入

＜住宅トップランナー基準に適合しない場合＞

＜省エネ基準に適合しない場合＞

シェアの推移

産業
▲12.5％

運輸
▲0.7％

建築物
+33.5％

(1990-2013)

2013
（速報値）

[%]

1973 1990 2013
（速報値）

※特定建築物を除く

断熱窓サッシ・ガラス
高効率空調設備

ＬＥＤ照明

［省エネ性能向上のための措置例］

高効率給湯設備


